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キユーピー株式会社
代表取締役 社長

　21世紀は、環境の世紀といわれております。

　地球温暖化、資源枯渇など悪化する地球環境問題は、人類の未来に大きな不安

を投げかけています。

　また、私たちの日常生活においても、廃棄物問題や有害化学物質による環境汚

染問題が深刻さを増しています。

　地球環境の危機的な状況を修復し、持続可能な社会の実現に取り組むことは、

今世紀の人類に課せられた最重要課題であります。

　従って、環境といかに調和して持続的な発展を図るかは、企業活動においても

極めて重要な課題であり、当社もその責務を果たすべく最大限の努力をはらっ

て行く所存であります。

　このような考え方のもと、当社では2001年度から2003年度までの中期経営計画

の経営方針の一つに「循環型社会に適応した企業をめざす」を掲げ、企業活動を

行っております。

　今年度は、中期経営計画の最終年度を迎え、当社としては、廃棄物の発生抑制

とともに、ゼロエミッション（再資源化率100％）工場の実現を、全8工場で達成す

ることを目標としております。

　また、卵殻・卵殻膜をはじめとした資源の高度利用、及び主要商品の容器包装

の省資源化など、昨年にも増して環境技術の構築を進め、地球環境に配慮した企

業をめざしたいと考えております。

　今回で3回目の発行となります本報告書は、皆様への環境情報の開示を図ると

ともに、コミュニケーションを深めるため、環境保全活動をまとめたものです。ま

だまだ課題はありますが、当社の取り組み姿勢や活動の一端をご理解いただく

とともに、今後の活動に向け忌憚のないご意見、ご鞭撻を賜れば幸いに存じます。

2003年 5月

ごあいさつ
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ひとつひとつの卵から、環境問題を考える。
ここから私たちの取り組みは、はじまっています。

キユーピーの環境保全への取り組みは、卵殻の再生利用からはじまりました。卵はお

よそ21日間温められ、ヒヨコになります。卵には、生命を誕生させるために必要な栄

養素がすべて含まれており、何一つとして無駄なものはありません。私たちは、自然

から与えられた恵みを無駄にすることなく活かしたいと考えています。

■ キユーピーの環境姿勢

私たちは美味しく安全な食品づくりを基本として、環境への充分な配慮をふまえた

事業展開を進めてまいります。一人ひとりが環境保全の意識を高め、それぞれの持ち

場で身近なことから取り組んでいきます。

■ 基本理念

省資源、省エネルギー、廃棄物の削減・再資源化の推進と技術開発に努めます。環境へ

の影響に配慮した商品開発と、容器包装の適正化を推進します。自主的な基準を定め

て環境保全に取り組み、法規制の遵守はもとより社会的要請に応えうる環境管理体

制の整備と充実を図ります。

■ 行動指針

当社では環境への配慮を企業活動の一環として位置づけ、製品および容器包装の開

発、生産、販売・物流などのあらゆる場面において、省資源、省エネルギー、廃棄物の

削減・再資源化を推進し、環境技術の確立に努めています。また自主的な基準を定め

て環境保全に取り組み、その実施・進捗状況の確認を行っています。

■ 取り組みの状況

美味しく安全な食品づくりを基本として、環境への充分な配慮をふまえた事

業展開を図り、従業員一人ひとりの環境保全に対する意識を高めています。ま

た環境国際標準であるＩＳＯ14001を当社の環境マネジメントの基本的な

道具と考え、それに準じたシステムの確立に努めています。

■ 環境マネジメント

環境保全の実践活動に、全社体制で挑戦。
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   卵殻の100％活用と

高度利用への用途拡大。

全工場ゼロエミッションへ。

意欲的な活動を展開。

キユーピーグループでは、鶏の卵を主原料に、

さまざまなタマゴ加工品を製造しています。

一年間の使用量は約20万トンで、製造過程

において卵殻は約２万トン発生します。当

社では早くからその有効利用に着手。現在

では、グループ全体で、卵殻を100%再資源

化できるようになりました。

卵殻の100％再資源化、そしてゼロエミッションへ。
　

&

■ 卵殻を100%再資源化

卵殻は優れたカルシウム源です。この特性を

活かし、キユーピーでは今後、高齢化社会の大

きな問題となっている骨粗しょう症対策への

利用開発にも、積極的に取り組んでいきます。

■ カルシウム源として卵殻を効果的に活用

卵殻膜（卵殻の内側の薄膜）は、主成分である

タンパク質の特性を活かし、他社と共同で

さまざまな用途開発を進めています。

＜健康補助食品に＞

＜ヘアケア製品に＞

＜衣類に＞

■ 卵殻膜の高度利用への用途拡大

2002年度に、キユーピー８工場で発生した

廃棄物は15,974トンでした。私たちは、こ

の廃棄物について、関連する法律を遵守す

るとともに、発生量の抑制と再資源化の推

進に積極的に取り組んでいます。

■ 循環型社会に適応した企業をめざして

今後は、マヨネーズボトルのさらなる軽量

化や、包装材料へのバイオプラスチック

の利用を検討していきます。

キユーピーでは、廃棄物の埋め立てや単純

焼却処分をなくすゼロエミッションに取

り組んでいます。全８工場のうち、五霞工

場が02年５月に、続いて鳥栖工場が03年３

月に達成。03年11月末までに、全工場での

ゼロエミッション達成に挑戦しています。

＜ガラス瓶の軽量化＞

＜段ボールの削減＞

■ 03年11月、全工場ゼロエミッションへ

省資源化をめざし、以下のような取り組

みを実施。これにより、02年度は容器包装

使用量を390トン削減しました。

■ 容器包装のさらなる軽量化に挑戦

そのすべては、循環型 社会に適応するために。
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卵　殻

食品用卵殻粉卵殻膜

化粧品原料
EMプロテイン

土壌改良剤

1）卵殻・卵殻膜の利用

取り組み状況

キユーピーグループでは卵殻を100％再資源化しています。

うま味調味料
卵醤

食品用卵殻粉カルホープ

カルホープを使用した食品

土壌改良剤

畑に卵殻を施肥卵醤を使用した
ドレッシング

EMプロテインを
使用した化粧品

1

キユーピーグループでは鶏卵を主原料として、マヨネーズ

をはじめさまざまなタマゴ加工品を製造しています。一年

間に使用する鶏卵の量は、キユーピー8工場およびグルー

プ会社を含め約20万トン（約33億個）。製造過程で発生する

卵殻は、およそ2万トンにもおよびます。これらの卵殻は、

以前は廃棄物として埋め立てられていましたが、キユー

ピーは環境保全の面から、早くから再生利用への取り組み

に着手。現在では、キユーピーグループ全体で発生する卵

殻を100%再資源化できるようになりました。当社では、

1956年頃から、卵殻を洗浄・粉砕・乾燥することにより、土

壌改良剤として利用を開始。81年には、卵殻の内側につい

ている卵殻膜を完全に除去し、卵殻を平均粒子径8～10マイ

クロメートルの微粉にする技術を確立。これによりカルシ

ウム強化を目的とした食品原料「カルホープ」として利用で

きるようにしました。さらに91年には、除去された卵殻膜か

ら化粧品原料「EMプロテイン」を、97年にはうまみ調味料「卵

醤」を製造する技術を確立し、自社製品に使用するととも

に販売を開始しています。

卵殻・卵殻膜の高度利用、用途拡大に向けて、当社ではこ

れからも、さまざまな研究開発に挑戦し続けます。

■ 第１回「日本環境経営大賞」独創的環境プロジェクト賞を受賞  
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卵 殻 膜

さらなる用途拡大をめざして

卵殻膜の高度利用への道をひらく。

卵殻膜とは、卵殻の内側についている薄膜のことです。主成

分はグルタミン酸やシスチンに富んだタンパク質ですが、溶

解しにくいという性質があり、利用にあたっての大きな障害

となっていました。当社では水に溶けやすくする技術を確

立し、この障害をクリア。化粧品や食品の原料をはじめ、さ

まざまな用途への活用を実現しました。

卵殻膜の新たな用途

卵殻膜は、動物に由来するアミノ酸

のシスチンを多く含み、体内酵素

によりL－システインに変わり吸収

されます。

L－システインは、美容のなかでも美

白に効果があるとされています。また、

全身倦怠・二日酔いにも効果があり、

医薬品として販売されているほどで

す。

このような機能を生かして美白ダイ

エットサプリメントに採用、商品化

されています。このほか、美容・滋養

強壮、食べる養毛剤としても有用と

され、幅広く商品化される予定です。

■ ヘアケア製品（パーマ用ウエーブ剤など）
毛髪にパーマをかけると、シスチンを

はじめとする毛髪構成成分であるアミ

ノ酸が失われてしまい、枝毛や切れ毛

などの傷みが生じます。卵殻膜は、毛髪

とよく似たアミノ酸組成を持ち、特に

パーマ時に失われやすいシスチンを豊

富に含んでいます。そこで、化粧品メー

カーとの共同研究によって、パーマ時

に使用するウエーブ剤などに配合する

ことで、毛髪の傷みを抑え、パーマのか

かりをよくする効果があることを解明。

現在では、化粧品メーカーで業務用の

パーマ剤へ配合されたものが商品化さ

れています。

■ 衣類（ストッキング、スポーツウエア）
化粧品や食品で認められた卵殻膜の

持つ生理活性に着目。他社と共同で、

肌に直接または間接的に触れる製品

への応用開発に取り組んでいます。

現在、卵殻膜パウダー配合の新素材

を開発。ストッキングやスポーツウ

エアへの採用が決まり、商品化され

ています。この新素材を利用すると、

肌触りがよくなるだけでなく、卵殻

膜の持つ「皮膚の治癒能力」によって

、皮膚の弾力性や張りが向上される

ことも確認されています。

卵殻膜の持つさまざまな特性をさらに効果的に活かすために、他社との共同研究を推し進めています。

あぶらとり紙等の雑貨分野、家具・車両内装用合成皮革といった工業分野などでの利用可能性について、研究しています。

■ 卵殻膜の主な特性
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優れたカルシウム源、卵殻を効果的に活かす。

取り組み状況1

卵殻はカルシウム含量が非常に多い天然物で、炭酸カルシウムが95%を占めていま

す。また、卵殻はポーラス（多孔質）な構造になっているのが特徴です。そのため、体内

への消化吸収に優れ、さらにカルシウムの排出を促すリンの含有量も少なく、最適

のカルシウム補給源となっています。キユーピーでは今後、高齢化社会の大きな問題

となっている骨粗しょう症対策への利用開発にも、積極的に取り組んでいきます。

鉱物由来の炭酸カルシウムの代替原料として、建築用の塗料や漆くいの原料などへの使用を開始しています。

また、菜園などで使う生分解性の苗ポットの開発を、他社と共同で進めています。竹、葦、萩などの草木類に卵殻を約20%配合

してあり、土壌の中では約25日間で分解されます。きゅうりの栽培テストで実証されています。

卵 　 殻

食品への応用「カルホープ」

卵殻を平均粒子径8～10マイクロメートルの微粉にする技術の確立により、食品原料としての使用を可能にしました。幼児用のお菓

子をはじめ、さまざまな商品に使用。また、食感改良や物性改良のため、麺類や魚肉練り製品、畜肉加工品などにも使われています。そ

の効果としては、例えばスナック菓子などの膨化食品にカルホープを添加すると、気泡が微細になり口当たりがソフトになります。

■ 卵殻カルシウムの骨の減少を防ぐ効果について

28.2%

■ 卵殻カルシウムの骨の減少を
　　防ぐ効果について

さらなる用途拡大をめざして
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2）容器包装の環境負荷の低減

■ 目 標

■ 容器包装選定の基本方針 ■ 評価項目

容器包装のさらなる軽量化に挑戦しています。

食品の容器包装については、安全で衛生的であること、美味しさをはじめ製品の品質を守ることを第一とした上で、

環境に与える負荷の低い容器の設計・選定を行っています。

■ 実 績

　＜主な取り組み事例＞

○ ガラス瓶の軽量化1

○ 省資源化への取り組み

2002年度に実施した内容
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取り組み状況1

○ さらなるガラス瓶軽量化への挑戦1

2003年度に実施している内容

○ 段ボールの削減2

L
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○ はがし易いラベル1

○ 識別表示への取り組み2

○ マヨネーズの段ボール箱、中仕切り廃止への挑戦2

○ マヨネーズボトルのさらなる軽量化3

○ バイオプラスチック利用の検討4

分別をし易くする取り組み
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1）廃棄物の削減と再資源化

生産部門

 廃棄物等の状況

総発生量（トン）

前年比

（1999年度比）

生産数量1トンあたりの発生量（kg）

前年比

　　（1999年度比）

再資源化率

１９９９年度

15,334

-

51.5

-

57.2％

取り組み状況2

工場で発生する廃棄物等については、
関連する法律を遵守するとともに、発生
量の削減・再資源化に取り組んでいます。
キユーピー８工場で発生する廃棄物等
の主なものは、動植物性残さ、卵殻・卵
殻膜、排水処理汚泥で全体の約70％
を占めています。
2002年度の総発生量は15,974トンで、
前年より5.5％削減、生産数量１トンあた
りでは1.5％を削減しました。
一方、再資源化率は向上を続けており、
02年度は88%（前年比13％アップ）とな
りました。
廃棄物等の再資源化については、目標
を２年前倒しして“2003年度までにゼロ
エミッションの達成”に全工場で挑戦。こ
れからも、廃棄物等の総発生量の抑
制、再資源化技術の確立を積極的に
推し進めていきます。

キユーピーは全8工場でゼロエミッションをめざしています。

２０００年度

15,298

99.8％

   （99.8％）

　　50.3

97.7％

（97.7％）

66.7％

２００１年度

16,901

110.5％

（110.2％）

53.4

106.2％

（103.7％）

75.0％

２００２年度

15,974

94.5％

（104.2％）

52.6

98.5％

（102.1％）

88.0％

廃棄物等の状況

28.5%

21.0%
18.9%

13.1%

8.0%

6.0%
4.3% 0.4% 動植物性残さ

卵殻・卵殻膜

排水処理汚泥

紙類

廃プラスチック類

廃油、廃薬品

金属類

ガラス類、他

　

　　  食品残さのエネルギー利用

メタン発酵実証実験装置（中河原工場）

工場からは、マヨネーズ・ドレッシングなど
の食品残さが排出されます。これらの残
さは油分を多く含むため、通常の微生物
処理では分解が困難でした。
そこで、外部への排出をなくし、自工場内
で処理するため、鹿島建設株式会社と
共同で処理条件について検討を重ね、
同社製のメタン発酵装置（メタクレス）を
用い、処理できる条件を見つけ出すこと
ができました。
現在、発生するメタンガスの利用方法な
どを含め、工場での実用化に向けた検討
を行なっています。

食品残さ・汚泥の削減～社外との共同研究～ 　

         汚泥発生ゼロへ向けた取り組み
工場の排水処理施設から発生する汚
泥は、堆肥として再資源化しています。
しかし、大量に発生する汚泥自体を低
減すること、さらに社外への排出をゼロ
にすることが、当社の挑戦しているテー
マです。現在、東京農工大学（工学部
化学システム工学科 細見研究室）と共
同で、排水処理施設から発生する汚泥
を処理する技術の開発に向けて取り組
んでいます。
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当社では、循環型社会に適応した企業をめざし、工場で発生する廃棄物の埋立てや単純焼却処分をなくすゼロエミッションに取り
組んでいます（再資源化率１００％）。当社工場のなかで、五霞工場が2002年5月にはじめてこの目標を達成し、ついで鳥栖工場が
03年3月に達成しました。企業の社会的責任を果たすとともに、廃棄物の発生抑制や高度利用の技術を確立するため、03年11月末
までに全8工場でゼロエミッション達成をめざしています。        

主な廃棄物等の再資源化用途

全工場、ゼロエミッションへ

　

         五霞工場におけるゼロエミッションの取り組み
2001年、取り組み当初の再資源化率は
約75％でしたが、すべてを再資源化す
るためには分別の徹底や工場内での
一次処理が必要でした。また、処理費
用を増加させないことも目標にして取り
組みました。

廃棄物等は、最終的に44種類に分別
したうえで再資源化。処理費用も、工場
内焼却炉を保有していた活動開始時
と比較して約１割（380万円）削減しま
した。今後は、総発生量の抑制、より高
度な再資源化技術の確立に取り組ん
でいきます。

廃プラスチック類の分別

　廃棄物の発生抑制
◆ 汚泥発生量削減のための設備改善
◆ 原材料梱包材のリターナブル化、荷姿変更
◆ 不良低減のための工程改善

　分別の実施と排出量の把握
◆ 分別方法の改善と徹底
◆ 廃棄物保管場所の整備
◆ 廃棄物計量・集計システムの導入

　再資源化促進のための一次処理
◆ クリーム付着廃棄物の洗浄
   （ポリ破砕洗浄機導入等）
◆ 保管・運搬効率向上のための
  減容化（破砕機、圧縮減容機導入等）

　適正な委託先の確保
◆ 再資源化委託先の調査・開拓
◆ 副産物の商品化拡大

再資源化したものを工場見学者通路に展示しています。

食品用卵殻粉「カルホープ」卵殻・卵殻膜

化粧品原料「EMプロテイン」

うま味調味料「卵醤」

土壌改良剤

飼料卵残さの一部

堆肥加工残さ

堆肥廃食用油廃油

堆肥脱水汚泥汚泥

再生紙原料段ボール・OA用紙など紙類

熱回収紙くず

プラスチック原料

セメント原燃料

熱回収

再生カレット原料

金属原料

卵殻

卵殻粉

卵殻膜

プラスチック類

ガラス

金属

〈主な取り組み内容〉 動植物性残さ

1

2

3

4
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コージェネレーションシステムの導入

　

　 その他の主な省エネ対策

2）省エネルギーの推進

生産部門取り組み状況2

2002年度のエネルギー使用量について
は、総量、原単位（生産金額１億円あた
り）使用量とも前年対比で若干の増加
になりました。省エネ対策としては、コ
ージェネレーションシステム、省エネ型機
器の導入などの取り組みを行い、熱
量換算で56,855ＧＪ※1（削減率4.5%）削
減しましたが、製品構成の変化や品質保
持のための設備増設などによりトータル
では増加となっています。今後さらに省
エネルギー対策を強化し、エネルギーの
より効率的な利用、設備の改善を追求し
ていきます。

中河原工場に天然ガスを燃料としたコージ
ェネレーション（熱電併給）システムを導入し
ました。発電により電気を作ると同時に、発
生する排熱を回収して蒸気および温水とし
て利用するため、エネルギー効率の向上、
CO2発生量の低減に寄与しています。既設
の鳥栖・階上工場と合わせ３工場目の導入
になります。

グラフ

　＜ 2 0 0 2年度　省エネルギーの取り組み＞

削減量：56,855GJ

削減率：4.5％

＊削減率=
エネルギー削減量

エネルギー使用量+削減量

 

項　目 効　果 2002年度　導入した工場

空気圧縮機制御の効率化

受配電用高効率変圧器の導入

高効率ボイラーへの切り替え

真空ポンプの効率化

圧縮空気の使用量に応じて、運転台数やモーターの回転数を常時最適化しています。

電力の損失（主に熱として放熱）を抑えます。

蒸気の使用量に応じて運転台数を最適化しています。

高効率の設備を導入するとともに、現場により近い場所に設置し、損失を防いでいます。

挙母、中河原、仙川

伊丹、挙母

中河原

仙川

1999年

注）電力は購入電力の使用量
     燃料は発電に使用した量を含む
　  原単位：生産金額１億円あたりの使用量

1,109

802

2000年 2001年 2002年
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1,800

0

■ エネルギーの使用状況

（千GJ） 電力

100

200

300

400

500
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700

800

900

0

燃料 （GJ／億円）電力＋燃料（原単位）

809 812 826

716

393

687

492

1,179

742

416

1,158

652

532

1,184

※1  J（ジュール）； 熱量の単位 （1J=0.2389cal）
     GJ（ギガジュール）；J×10

9

エネルギー使用量

■ 主な省エネ対策によるエネルギー削減効果
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3）大気汚染防止に関する取り組み

廃棄物焼却設備は、2002年度までに
全８工場で廃止しています。ボイラー設
備の改善については、従来の大型ボイ
ラーから高効率小型ボイラーへの切り
替えを順次進めており、02年度は中河
原工場に導入しました。
また、挙母工場においてはボイラー燃料
を従来の重油から、ばいじんや硫黄酸

化物がほとんど発生しない天然ガスに
切り替えました。その結果、硫黄酸化物
量（02年度全工場）は前年比19.5％減
少しています。

　緊急時対応の体制整備

食油・食酢などのタンクには、防液堤や液感知センサーなど、流出防止のための設備を

設置。また、受け入れ時や設備故障時など万一の流出による環境汚染の備えとして、

緊急時対応備品の整備、定期的な事故防止訓練を実施しています。

ＰＲＴＲ法について

人の健康を損なう恐れ、動植物の生息・生育に支障をおよぼす恐れ、オゾン層破

壊により人の健康を損なう恐れのある化学物質を一定量以上扱う事業者は、排

出量や移動量などを把握し、届け出る義務があります。

4）水質汚濁防止に関する取り組み

工場からの排水は、排水処理設備で
浄化処理し、公共下水道あるいは河川
に放流しています。
水質汚濁防止、環境負荷低減のため
に、緊急時の体制整備や、排水処理設
備の改善に取り組んでいます。

5）土壌汚染防止に関する取り組み

土壌や地下水汚染防止のため、ダイオ
キシン等の分析を行い、問題のないこと
を確認しています。また、化学物質の管
理という点では、当社８工場においても
分析用薬品類として有機溶剤等を使
用しています。
ＰＲＴＲ法で届け出が必要とされる数
量の化学物質はありませんが、今後も
これらを含めた化学物質の管理体制
を維持していきます。

6）悪臭・騒音等の防止に関する取り組み

悪臭の防止策については、排水処理
場および加工場で調理の際に出る臭
気対策として、脱臭装置等を整備して
います。
2002年度は仙川工場の脱臭装置を増
強しました。また、騒音防止策として防
音壁の設置を進めています。新規設備
の導入時などに、騒音を考慮して設置
するよう心がけています。

高効率小型ボイラー（中河原工場）

脱臭装置（仙川工場）



インターネット

　■ ＱＴＩＳについて
1）ＱＴＩＳ（求貨求車システム）の確立

車両情報入力 貨物情報

QTISの概要

販売・物流部門取り組み状況3

QTIS

環境負荷低減のために、確かな効率化を推進しています。

製品や原材料の輸配送に関わる環境負

荷低減のため、車両の大型化、モーダル

シフト（鉄道や船舶の利用）などを行っ

ています。輸配送の主体となっている

トラック輸送については、輸送の効率

化と物流コスト低減を目的として取り

組み、1982年より共同配送を開始。さら

に、98年にはインターネットを利用し

たＱＴＩＳ（求貨求車システム）を確立

しました。また、エコドライブの励行、

アイドリングストップや低公害車の導

入も推進しています。

マッチング作業

キユーピーグループ
各社などの荷主運 送 会 社
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■ 低公害車の導入を推進しています。■ 輸送貨物１トンあたりのＣＯ2排出量■ 輸送車両１台あたりの平均積載率

積載率 CO2排出量



2）新鮮度管理システム

新鮮度管理システム導入前 新鮮度管理システム導入後

キユーピーは、生産・販売・在庫の

製品情報を各部門で共有し、欠品

や過剰在庫、偏在庫を極小化して、

より新しい商品をお客様に提供す

るために、独自の「新鮮度管理シス

テム」を運用しています。

このシステムの導入により、平均在

庫日数は導入前（１９９７年）と比

較して、約半分に短縮されました。

在庫数量の削減により倉庫が集約

され、在庫の倉庫間移動が減少（2002

年度は前年比約35%減少）したため、

保管・輸送に関わるエネルギー消

費や排出ガスなどの低減にも寄与

しています。

今後、グループ各社にも採用を拡大

し、さらなる削減に取り組んでい

きます。

原料の輸送に関わる環境負荷低減

のために、1997年から主要原料であ

る植物油の輸送用車両を、１５トン

車から２０トン車へと転換してい

ます。結果、運行回数の低減などに

より燃料消費量が約２５％削減さ

れました。２００２年には約８０％

が転換済みで、０５年までに全車転

換 を 目 標 に 推 進 し て い ま す。

17

「生産、販売、在庫」計画 新鮮度管理システム

キユーピーマヨネーズ

上限

下限

在庫計画販売計画 生産計画

　

         車両大型化による負荷低減
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1）廃棄物削減と再資源化の推進

■ 廃棄物の内訳

管理部門では「エコオフィスをめざして」をスローガンとして取り組んでいます。

廃棄物削減・再資源化の推進では、本社ビルおよび（株）中島董商店ITセンター（新宿）でゼロエミッションを達成しました。

また、レスペーパー化への取り組みとして、帳票類での紙の使用量を前年比約５０％削減しました。

本社ビルでは廃棄物の発生量削減と再

資源化推進に取り組み、生産工場と同様、

ゼロエミッション（再資源化率100％）

達成に向けて活動してきました。廃棄

物の主なものは紙類で、全体の約54％

を占めています。帳票類削減および分

別方法改善を通して発生抑制の意識付

けができたことにより、2002年度の発

生量は前年比8.7％削減でき、約108トン

でした。

本社ビルの再資源化率は前年度約75％

でしたが、02年度は分別方法の改善と

徹底を図るとともに、再資源化委託先

を調査・開拓。その結果、最終的に20種

類に分別した上で再資源化するルート

をつくり、03年4月に本社ビルのゼロエ

ミッションを達成しました。

今後も発生量の抑制、再利用の推進お

よびさらに質の高い再資源化をめざし

て、積極的な活動を進めていきます。

本社ビル廃棄物の再資源化用途
廃棄物発生量　過去3年間の実績

管理部門取り組み状況4
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2）レスペーパー化への取り組み

■  情報システム面での取り組み

営業・財務部門の帳票類について、

各担当者のパソコンで確認できるシ

ステムを2000年より導入し、レスペ

ーパー化を推進しています。

02年度はシステム活用の対象をさ

らに広げ運用を徹底した結果、帳票

類での紙の使用枚数を前年比約50

％（取り組み当初からは65％）削減

することができました。

3）省エネルギーへの取り組み

■  ＱＣサークルでの取り組み

管理部門のＱＣサークルでは「ＯＡ用

紙の有効利用」というテーマで、コピ

ー用紙裏面利用の徹底、1枚に複数ペ

ージを印刷するソフトの活用などを

行い、OA用紙購入枚数を前年比約45

％削減しました。今後は、この活動を

全社的に広げて行きます。

帳票類での紙の使用枚数

QCサークル実施策の例「裏紙トレー」

本社ビル　電力使用量実績本社ビルでは省エネルギー対策として、

冷暖房効率の高いエアコンの導入等

を行い、電力使用量を前年比約3.5％

削減しました。

また、電力メーターの増設を行い電

力使用の把握精度を上げてより適

切な対策を講じやすいように整備。

その他、社内への意識づけとして席

をあける時にノートパソコンのフタ

を閉めるよう呼びかける等の取り組

みを行いました。

2003年度は次の３点を重点として、

さらなる省エネルギー対策を実施し

ていきます。

　①フロア内照明の間引き、不使

　　　用場所の消灯を行う。

　②フロア内空調の管理方法を見

　　　直し、運用の徹底を図る。

　③専門業者の行う省エネ診断

　　を参考にし、効果的な省エネ

　　　機器導入の計画をたてる。

4）グリーン購入・再利用

グリーン購入については基本原則※1に

則り、ＯＡ用紙、名刺、会社案内、文房具、

パソコン、プリンターのトナーカートリ

ッジなどを対象とした自社ガイドライ

ンを作成し、これに基づいた購入を行っ

ています。

また、2002年度本社ビルでのOA用紙お

よび文具購入金額は、レスペーパー化の

進展、文具中古品の再利用推進等により、

前年比約23.5％削減することができま

した。

※1キユーピーのグリーン購入基本原則
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基本理念

1. 省資源、省エネルギー、廃棄物の削減・再資源化の推進と技術開発に努めます。

2. 環境への影響に配慮した商品開発と、容器包装の適正化を推進します。

3. 自主的な基準を定めて環境保全に取り組み、法規制の遵守はもとより社会的要請に応えうる

   環境管理体制の整備と充実を図ります。

1）環境基本方針

環境マネジメント

経営会議 環境監査チーム環境委員会
（事務局：環境対策室）

2）環境保全推進体制・組織

5

キユーピーでは経営方針のひとつとして「循環型社会に適応した企業をめざす」を掲げ、環境への取り組みを推進しています。1998年

12月に環境基本方針を制定し、その「基本理念」「行動指針」に基づいて各部門が目標を定め、環境保全活動に取り組んでいます。

私たちは美味しく安全な食品づくりを基本として、環境への充分な配慮をふまえた事業展開を進めてまいり
ます。
一人ひとりが環境保全の意識を高め、それぞれの持ち場で身近なことから取り組んでいきます。

キユーピーでは、各本部およびグル

ープ代表企業の環境管理責任者によ

って構成される「環境委員会」を設置

し、各部門における取り組みの進捗

状況や、今後の課題について討議し

ています。お客様、事業所近隣の方、

行政機関その他の方々から環境関連

の指摘や改善提案などを受けた場合

は、各事業所長あるいは環境管理責

任者から環境対策室室長に報告。ま

た検討が必要な事項は環境委員会で

審議した上で全事業所に伝達し、同

様なご指摘を受けないよう努めてい

ます。
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3）中期経営計画における活動目標と実績

2003年度までの達成目標 2002年度の目標（主要項目） 2002年度実績 評価

2．省エネルギー・省資源化の推進

1．廃棄物の削減と再資源化の推進

3．グループ各社を含めた環境管理体制の確立

２００１年度から０３年度までの中期経営計画の活動目標として、（１）廃棄物の削減と再資源化の推進、（２）省エネルギー・省資

源化の推進、（３）グループ各社を含めた環境管理体制の確立、を定め取り組んでいます。廃棄物等の再資源化、容器包装重量の削減

など成果が現われた項目もありますが、廃棄物の発生抑制、省エネルギーの項目が達成できておらず、今後の課題となっています。

また、０３年度から環境保全の取り組みに対する工場表彰制度を設け、実績の向上につなげていきたいと考えています。
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■社外研修機関による
　環境マネジメントシステム講習受講者数

■ 職場外での教育

4）従業員教育

5）環境監査

環境マネジメント

社内研修センターで実施している定型研修に「環境に関する教育」を組み入れ

ています。これは、キユーピーグループの中堅社員を対象として、環境問題の基礎

的な知識、企業の社会的使命、キユーピーグループの取り組み状況などについ

て教育を行うものです。

また、各事業所において環境保全活動の中心になる人材を対象として、社外研修

機関での環境マネジメントシステムの教育なども実施しています。

■ 職場における教育

環境委員会活動やＱＣサークル活動の

場で身近な課題に取り組み、実践を通

じた環境保全の教育を行っています。

2002年度は省資源化や省エネルギーを

テーマとして活動したＱＣサークルが

、全社大会で優秀な成績を収めるなど

活発に活動しています。

■ 環境関連の公的資格取得

公的資格取得を奨励し、表彰制度を設けています。

■ 社内イントラネットの活用

環境に関する社内外の情報を共有化し、

各々の職場での取り組み推進につなげ

るため、1999年から社内イントラネット

上にホームページを作り、運用していま

す。2002年度は内容をさらに充実させ、情報

を双方向でやりとりできるしくみを加え

ました。

ホームページでは、基本方針、グループ

環境委員会での討議内容、部門ごとの取

り組み内容・実績、環境関連の法律、社内

外の最新情報などを掲載。環境関連の基

本的な事項の理解や、情報入手、取り組み

推進のための道具として活用していま

す。

1993年に安全・環境に関するグループ各社相互点検システムを確立し、労働安全と

併せて大気・水質その他の公害防止という視点から相互点検を行ってきました。

2000年には（1）関連法規等の遵守状況（2）廃棄物削減・省エネルギー等の環境改善

実績（3）管理推進体制の整備、を柱とした150項目の環境監査基準を制定。この監査

基準に基づいて、グループ各社を含む76生産事業所を対象とした自主点検と環境

監査を実施し、法規遵守を徹底するとともに環境保全活動を促進しています。

5



23

6）緊急時の対応

8）IＳＯ14001の認証取得

■ 2002年度、工場近隣の方からご指摘をいただいた事項

■ キユーピーグループISO14001の認証取得状況（16事業所）

キユーピーでは、ＩＳＯ１４００

１を環境マネジメントのための基

本的な道具と考えており、グルー

プ生産会社を含めた各事業所で、

ＩＳＯ１４００１あるいはこれに

準じたシステムを導入し、環境保

全活動を推進しています。

ＩＳＯ１４００１の認証取得事業

所は、2002年度新たに５事業所を

加え、１６事業所となりました。また

、認証を受けていない事業所でも、

01年10月に制定した「グループ環

境マネジメントマニュアル」に添

って、環境保全活動を行うように

定めています。

緊急時の備えとして、環境汚染危機管

理マニュアルを１９９８年に作成して

います。自然災害や事故等により、火災

や水質汚濁、大気汚染、悪臭、騒音など

の環境汚染を発生させてしまった場合

に、取るべき処置、確認する事項、連絡・

報告体制等について整備しています。

7）法規制遵守の状況

環境保全に関わる法規として廃棄物処理法、省エネルギー法、大気汚染防止法、

水質汚濁防止法、騒音規制法などの法規や関係条例による規制を受けています。

各事業所では、法規制遵守のため自主基準を設けて管理しており、２００２年度

は法規違反や事故等は発生しておりません。また、近隣の方などから以下のよう

な指摘を受けていますが、それぞれに設備改善等を実施するとともに、これから

も継続し改善に努めていきます。
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環境マネジメント5
9）コミュニケーションと社会的活動

お客様とのコミュニケーションをより

深いものとするべく、1961年より「オー

プンキッチン」をテーマに、工場を一般

の方々に公開しています。製品がどの

ように製造されているかを実際に見て

、安全性を確認していただくとともに、

環境保全についてもお客様の声をお聞

きしています。2002年度は約86,000名の

方が来場されました。また、近隣の方々

に対しては地域自治会との懇談会や工

場行事にお誘いし、これらの場でご意

見を聞くようにしています。

●オープンキッチン

小・中学校の総合的な学習の一環と

して実施されている「環境リサイク

ル学習」の支援を行っています。

●環境リサイクル学習支援

キユーピーでは、リサイクル関係の団体・委員会の会員と

して、さまざまなリサイクル推進活動を支援しています。

リサイクル団体

・プラスチック容器包装リサイクル推進協議会

・紙製容器包装リサイクル推進協議会

・ガラスびんリサイクル促進協議会

●関連団体との取り組み

２００１年度より当社の環境への取り

組みをご理解いただくため、各部門の状

況を環境報告書としてまとめ、毎年発行

しています。お客様からもたくさんのご

意見、ご要望をいただいており、今後の

活動に役立てて行きたいと考えていま

す。

環境報告書の内容については、わかりや

すいとの評価を多くいただいておりま

すが、改善すべき点としてご意見をいた

だいた中から、2003年版で改善した内容

は下記のとおりです。

●環境報告書の発行

各工場では敷地周辺の清掃活動、緑化活動を行っています。

●環境美化活動
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環境負荷の概況6

下図は、当社８工場の生産活動における環境への負荷を、物質・エネルギーのフローに表したものです。

工場での生産活動で使用したエネルギー、水、原材料の投入量を「インプット」に、

生産活動の結果発生した廃棄物等や大気、水域への排出物量および製品を「アウトプット」に示しています。

生産部門における物質とエネルギーの流れ

インプット

アウトプット

エネルギー

● マヨネーズ・ドレッシング事業
● 缶詰・レトルト事業
● タマゴ事業

● ヘルスケア事業（ベビーフード他）
● 野菜とサラダ事業

大気への排出 水域への排出 廃棄物等 製品

水 原材料

キユーピー  8工場生産活動
R

インプット

アウトプット
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※2 ボトルチップとは

インプット

再資源化の方法

ろ過・加熱殺菌 卵　黄 充　填 製　品調合・乳化 包装・函づめ割　卵工　程

【 割卵工程 】 【 調合・充填・包装工程】

環境負荷の概況

マヨネーズ製造における環境負荷の状況。
2002年度、当社の主力製品であるマヨネーズをキユーピー五霞工場で製造する際に使用した主な原材料と、工程から発生した

副産物、廃棄物、およびその利用・再資源化の用途を下図に示しています。

副産物、廃棄物については各々の用途ですべて利用・再資源化しています。

また、主な環境負荷量をインプット（エネルギー、水、原材料）、アウトプット（副産物および廃棄物、水域・大気への排出）として示

しています。

生産数量１トンあたりに使用するエネルギーは1.706GJ※1で当社生産品平均の約40％であり、マヨネーズは製造時に使用する

エネルギー量が比較的少ない製品です。

6

アウトプット アウトプット

製品

エネルギー

水

水域への排出

副産物及び廃棄物

原材料

大気への排出
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合    計

6.　環境損傷への対応

5.　社会活動における環境保全 投資・経費

投資・経費

効  　　果

4.　研究開発活動における
　 環境保全

投資・経費

効  　　果

3.　管理活動における
　 環境保全

投資・経費

投資・経費

効  　　果

2.　上・下流で生ずる
　 環境負荷の抑制

投資・経費

効  　　果

2　地球環境保全

投資・経費

投資・経費

3　資源循環

1　公害防止

2 0 0 2年度2 0 0 1年度
分    類 主 な 取 り 組 み 内 容

1.　事業所で生ずる
　　環境負荷の抑制

　環境保全コストと環境保全効果

環境会計

環境会計

環境保全活動に関わるコストと効果を把握し、実効のある取り組みを図ります。　　　

7
　＜環境会計の基本事項＞環境保全活動に関わる投資や経費を把握し、環境改善の実

績および経済的効果と比較して評価することにより、重

点として取り組むべき事項や目標を見直し、効果的な取

り組みを図りたいと考えています。

２００２年度環境会計では、「公害防止」の投資額が前

年比１７７％となっています。これは大気、水域への環境

負荷低減を目的としてボイラー燃料のガス化、排水処理

設備の改良を実施したことによります。

また、「地球環境保全」において投資額が前年比１２３％、

経費が前年比２８１％となっています。これは前期より導

入を開始したコージェネレーションの投資・経費など省

エネ型設備導入に関する費用が増加したためです。これ

に対応する経済効果は前年比２５０％、電力・燃料などエ

ネルギー削減効果は熱量換算で56,855ＧＪとなりました。

環境改善効果の詳細については各部門の取り組みの項

に記載していますのでご参照下さい。
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対象期間：2001年12月～2002年11月

キユーピー（株）8工場

サイト別環境負荷データ8
キユーピー８工場およびグループ会社５社の2002年度における、主な環境負荷データを記載しました。

グループ会社のデータはアヲハタ（株）３工場、（株）カナエフーズ９工場、キユーピー醸造（株）２工場、コープ食品（株）2工場、

キユーピータマゴ（株）２１工場の実績です。

なお、グループ会社については、今後記載の範囲を広げて行く予定です。

生産数量

五霞工場 中河原工場 挙母工場

購入電力

燃料

廃棄物等発生量

対象期間： 2001年11月～2002年10月 2001年10月～2002年9月 2001年10月～2002年9月

グループ会社

生産数量

購入電力

燃料

CO2

廃棄物等発生量

生産数量

伊丹工場 泉佐野工場 鳥栖工場 階上工場

購入電力

燃料

CO2

廃棄物等発生量

仙川工場

2001年10月～2002年9月 2001年10月～2002年9月

再資源化率

再資源化率

再資源化率

アヲハタ（株）3工場 （株）カナエフーズ9工場 キユーピー醸造（株）2工場 コープ食品（株）2工場 キユーピータマゴ（株）21工場

CO2
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商 　 号

創 　 立

本社所在地

資 本 金

従 業 員 数

事 業 内 容

事 業 所

会　社　概　要

■ 2002年度　売上高構成比（単体）■ 売上高、経常利益推移

会社概要9

0

0
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西暦（元号） キユーピーでの取り組み

卵殻を天日で干し、土壌改良剤として農家に売却を開始

廃棄物削減を合理化の一環として取り組む

卵殻の破砕・乾燥設備を導入

活性汚泥による排水処理設備を導入

排水処理汚泥の一部を外部にて肥料化

卵殻を食品用カルシウムとして販売開始（膜除去技術の確立により実現、商品名：カルホープ）

卵の微量成分の活用技術を核に、ファインケミカル分野に本格的に進出

卵殻膜の創傷治癒の機能に着目し研究開発を開始

ガスボイラー設備を中河原工場に導入

環境問題検討委員会を設置

廃棄物の削減、排水処理・ボイラー設備等の改善を進める

卵殻膜を加工、化粧品として発売

容器減量化を推進

安全・環境に関するグループ各社相互点検システムを確立

環境担当役員、環境対策室を設置

環境委員会（委員長：環境担当役員）を全社組織に改組

生産工場の廃棄物・エネルギー等の把握、管理体制を整備

卵殻膜を素材としたうまみ調味料を発売

物流・在庫管理システム整備の取り組みを本格的に開始

容器包装の環境影響評価基準を制定

危機管理マニュアル制定

グリーン購入の基本原則を制定、OA用紙ガイドラインを作成・運用開始

環境保全のための基本方針を設定

社員教育用情報データベース「環境保全の取り組み」を作成

文具のグリーン購入ガイドライン作成・運用開始

伊丹工場でISO14001の認証取得

鳥栖工場にコージェネレーション設備を導入

環境報告書2001年版（環境会計記載）を発行

五霞工場でISO14001の認証取得

階上工場にコージェネレーション設備を導入

グループ環境マネジメントマニュアルを制定

全工場の廃棄物焼却炉を廃止

五霞工場でゼロエミッション達成

中河原工場にコージェネレーション設備を導入

社会のできごと

環境保全活動の歴史
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■ 環境報告書の内容はインターネットでもご覧いただけます。

■ 見学ができる工場の所在地、お問い合わせ先

R

■ 環境報告書のお問い合わせ先

インフォメーション




